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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第１四半期
累計期間

第87期
第１四半期
累計期間

第86期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 1,578,510 2,837,201 11,019,289

経常利益（△は損失） （千円） △9,089 △7,661 195,928

四半期（当期）純利益（△は損

失）
（千円） 65,193 △6,151 213,939

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 703,310 703,310 703,310

発行済株式総数 （株） 14,066,208 14,066,208 14,066,208

純資産額 （千円） 1,233,741 1,364,376 1,306,619

総資産額 （千円） 4,223,115 5,823,257 5,553,381

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は損失）
（円） 4.65 △0.44 15.25

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 29.2 23.4 23.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）財政状態、経営成績の状況

　当第１四半期累計期間における我が国の経済は、政府・日銀による経済・金融政策の効果もあり、企業収益や
雇用が堅調に推移しました。また、所得環境が改善傾向にあるなど、低迷する個人消費においても一部明るい兆
しが見受けられるようになりました。一方で、海外における保護主義的な通商政策や、地政学的リスク等は燻り
続け、依然として先行き不透明な状況が続いております。
　このような状況下で、当社におきましては、在庫や資金の効率性を重視した経営、及び新たに加わった輸出貿
易事業との融合やシナジーの拡大を目指した経営を行ってまいりました。
　この結果、当第１四半期累計期間の経営成績は売上高28億37百万円（前年同期比79.7％増）、営業利益は15百
万円（前年同四半期は営業損失４百万円）、経常損失は７百万円（前年同四半期は経常損失９百万円）、四半期
純損失６百万円（前年同四半期は四半期純利益65百万円）となりました。
 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
①寝装用原料
　羊毛原料は不需要期でもあり動きが少なく、売上は前年同期を下回りました。
　羽毛原料は販売先の拡大と原料価格の値上がりで、売上は前年同期を上回りました。
　合繊原料は原料の値上がりが継続しており、利益面で苦戦しました。
　その結果、売上高は６億62百万円（前年同期比2.4％増）、営業利益は24百万円（同11.9％増）となりまし
た。
②寝装製品
　ガーゼケットが順調に販売出来たこと、秋冬が主力となるムートン製品が動きをみせたこと、シルク原料が
広がりをみせたことで、売上・利益ともに前年を上回ることが出来ました。
　その結果、売上高は２億13百万円（前年同期比9.8％増）、営業利益は５百万円（同597.7％増）となりまし
た。
③リビング・インテリア用品
　カーペット関係では、不振が続いた紙面通販に底打ち感が出てきました。また、インターネットやテレビ通
販も好調に推移しました。
　輸入カーテンは取扱いを大幅に伸ばすことができ、売上・利益とも前年を上回ることが出来ました。
　その結果、売上高は３億37百万円（前年同期比47.5％増）、営業利益は13百万円（前年同期比31.2％増）と
なりました。
④生地反物等繊維製品
　手袋用途や京都特有の狭巾の生地の販売が苦戦しました。
　アパレル向けの製品は前年に比べ、伸ばすことが出来ませんでした。
　寝装用生地の販売も、羽毛ふとんの不需要期であり前年を下回りました。
　その結果、売上高は１億84百万円（前年同期比37.5％減）、営業利益は５百万円（同53.8％減）となりまし
た。
⑤生活関連用品
　農業用資材の不振、原料価格の高騰等、環境が厳しい中で、ほぼ前年同期並みの売上をあげることが出来ま
したが、利益面で苦戦しました。
　その結果、売上高は２億10百万円（前年同期比1.4％減）、営業利益は２百万円（同57.7％減）となりまし
た。
⑥輸出用原料・テキスタイル
　主力の中近東向けの生地輸出はラマダンセールの低迷により苦戦しました。
　一方、三国取引においては、インドネシアから中近東向けの廉価版を中心とした低価格商材が堅調に推移し
ました。
　日本からの欧米向け生地輸出は、円安を背景に堅調に推移しました。
　その結果、当セグメントの売上高は12億28百万円、営業利益は52百万円となりました。
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題
　当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた
課題はありません。

 
(3）研究開発活動
　該当事項はありません。

 
(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
　当第１四半期累計期間において当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,066,208 14,066,208
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 14,066,208 14,066,208 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 14,066,208 － 703,310 － －

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、記載

することができませんので、直前の基準日である平成30年３月31日の株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　 36,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 13,980,000 13,980 －

単元未満株式 普通株式　　　 50,208 － －

発行済株式総数 14,066,208 － －

総株主の議決権 － 13,980 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

カネヨウ株式会社

大阪市中央区久太郎町

４丁目１番３号
36,000 － 36,000 0.26

計 － 36,000 － 36,000 0.26

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）の四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しており

ます。

 

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態・経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.2％

売上高基準 0.8％

利益基準 3.3％

利益剰余金基準 2.3％

※　会社間項目の消去後の数値により算出しております。

　なお、利益基準を適用するにあたり、事業年度ごとに損益の額が著しく変動しているため、最近５年間の平均を

用いております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 885,009 981,883

受取手形及び売掛金 ※１ 2,162,067 ※１ 2,201,702

商品 1,219,350 1,431,686

その他 256,873 200,827

貸倒引当金 △7,772 △7,490

流動資産合計 4,515,529 4,808,609

固定資産   

有形固定資産 542,179 560,419

無形固定資産 167,439 158,341

投資その他の資産 ※２ 328,232 ※２ 295,886

固定資産合計 1,037,851 1,014,647

資産合計 5,553,381 5,823,257

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 2,139,603 ※１ 2,273,435

短期借入金 1,314,000 1,514,000

未払法人税等 27,355 2,821

賞与引当金 18,800 5,400

その他 402,100 373,329

流動負債合計 3,901,858 4,168,986

固定負債   

長期借入金 120,000 104,000

その他 224,902 185,894

固定負債合計 344,902 289,894

負債合計 4,246,761 4,458,880

純資産の部   

株主資本   

資本金 703,310 703,310

利益剰余金 311,208 305,057

自己株式 △2,903 △2,903

株主資本合計 1,011,615 1,005,463

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 21,281 21,680

繰延ヘッジ損益 △47,264 16,245

土地再評価差額金 320,986 320,986

評価・換算差額等合計 295,004 358,912

純資産合計 1,306,619 1,364,376

負債純資産合計 5,553,381 5,823,257
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 1,578,510 2,837,201

売上原価 1,469,971 2,621,045

売上総利益 108,539 216,156

販売費及び一般管理費 113,387 200,391

営業利益又は営業損失（△） △4,848 15,764

営業外収益   

受取利息 352 150

受取配当金 3,293 522

受取賃貸料 3,450 3,450

その他 65 287

営業外収益合計 7,162 4,411

営業外費用   

支払利息 8,336 14,803

賃貸収入原価 2,998 3,396

為替差損 － 7,875

その他 68 1,762

営業外費用合計 11,403 27,837

経常損失（△） △9,089 △7,661

特別利益   

関係会社株式売却益 74,483 －

特別利益合計 74,483 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 65,393 △7,661

法人税、住民税及び事業税 200 200

法人税等調整額 － △1,709

法人税等合計 200 △1,509

四半期純利益又は四半期純損失（△） 65,193 △6,151
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（重要なヘッジ会計の方法の変更）

当社は、従来、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理を適用しておりましたが、為替

予約に対する管理体制の見直しを行ったことを契機として、デリバティブ取引に係る損益をより的確に表示する

ため、当第１四半期会計期間より原則的な処理方法に変更いたしました。

なお、当該会計方針の変更は、過去の期間に与える影響が軽微であるため、遡及適用しておりません。

また、この変更による当第1四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

(追加情報)

（単元株式数の変更および株式併合）

　当社は、平成30年５月11日開催の取締役会において、平成30年６月27日開催の第86回定時株主総会に株式併
合及び単元株式数の変更について付議することを決議し、同定時株主総会において承認されました。

 
（１）株式併合及び単元株式数の変更の目的
　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、すべての国内上場会社の普通株式の
売買単位を100株に統一することを目指しております。
　当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元
株式数を1,000株から100株に変更するとともに、証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準（５万円
以上50万円未満）を勘案し、株式併合（普通株式10株につき１株の割合で併合）を実施するものでありま
す。

 
（２）株式併合の内容
①　株式併合する株式の種類
普通株式

②　株式併合の方法・比率
　平成30年10月１日をもって、平成30年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株
式数を基準に、10株につき１株の割合をもって併合いたします。

③　株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成30年６月30日現在） 14,066,208株

今回の株式併合により減少する株式数 12,659,588株

株式併合後の発行済株式総数 1,406,620株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株式総
数及び株式併合の割合に基づき算出した理論値であります。

 
（３）１株未満の端数が生じる場合の処理
　株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一括して処分し、その
処分代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 
（４）効力発生日における発行可能株式総数
　2,000,000株
　株式併合の割合にあわせて、従来の20,000,000株から2,000,000株に減少いたします。

 
（５）単元株式数の変更の内容
　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

 
（６）株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 平成30年５月11日

株主総会決議日 平成30年６月27日

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成30年10月１日
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（７）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式併合が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであり

ます。
 

 

前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
46.46円 △4.38円

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１．期末日満期手形等

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当第１四半

期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が第１四半期会計期間末日残高に含ま

れております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 85,936千円 72,842千円

支払手形 134,275千円 82,974千円

 

 

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成30年６月30日）

投資その他の資産 417千円 694千円

 

 

３．受取手形割引高

 
前事業年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形割引高 386,796千円 176,070千円

　なお、受取手形割引高に含まれる輸出貿易信用状取引における銀行間決済未済の銀行手形買取残高は、前

事業年度386,796千円、当第１四半期会計期間176,070千円であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係

る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 
 
 

前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費
 

5,025千円
 

 
3,087千円

 
のれんの償却額

 
－千円

 

 
8,686千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

寝装用原
料

寝装製品

リビン
グ・イン
テリア用
品

生地反
物等繊
維製品

生活関連
用品

売上高       

外部顧客への

売上高
647,483 193,969 228,996 294,714 213,347 1,578,510

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

39,941 823 615 30 － 41,410

計 687,425 194,792 229,611 294,744 213,347 1,619,921

セグメント利益 21,638 782 10,470 12,034 6,749 51,675

 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 51,675  

全社費用（注） △56,523  

四半期損益計算書の営業損失 △4,848  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

寝装用原
料

寝装製品

リビン
グ・イン
テリア用
品

生地反
物等繊
維製品

生活関連
用品

輸出用原
料・テキス
タイル

売上高        

外部顧客への

売上高
662,751 213,038 337,803 184,341 210,393 1,228,872 2,837,201

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

11,403 407 － 60 － 708 12,580

計 674,155 213,446 337,803 184,401 210,393 1,229,580 2,849,781

セグメント利益 24,211 5,459 13,741 5,556 2,855 52,333 104,157

 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 104,157  

全社費用（注） △88,392  

四半期損益計算書の営業利益 15,764  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　「輸出用原料・テキスタイル」において、フォワード・アパレル・トレーディング株式会社からの事業譲

受によりのれんが発生しております。当該事象によるのれんの償却額は8,686千円、当四半期末におけるの

れんの未償却残高は147,122千円であります。

 

 

４.報告セグメントの変更等に関する事項

　平成30年３月期第３四半期累計期間より、平成29年10月に譲受けた事業の開始に伴い、報告セグメントに

「輸出用原料・テキスタイル」を追加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額（△は損失） 4円65銭 △0円44銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（△は損失）（千円） 65,193 △6,151

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（△は損失）

（千円）
65,193 △6,151

普通株式の期中平均株式数（株） 14,031,366 14,029,818

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成３０年８月１４日

カネヨウ株式会社

取締役会　　御中
 

EY新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 梅原   隆　　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 上田　　美穂　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカネヨウ株式

会社の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第８７期事業年度の第１四半期会計期間（平成３０年４月１

日から平成３０年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成３０年４月１日から平成３０年６月３０日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、カネヨウ株式会社の平成３０年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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